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石炭火力発電所本館基礎の検討例（その1）   
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TakayukiHirano   

本文は，束北電力㈱と、う社で行った束北電力㈱能代火力発電所第一号棟土木工事の共同  

研究の内，本館基礎地盤の液状化に関する検討概要を示すものである。   

液状化判定は，各種の展準及び提案手法について検討を加え，最終的に各種判定手法の  

もつ利∴l・（を多く兼ね備えている土木学会の方法を採用した。なお，当該地盤にはこれら従  

火の判定下法の過日対象外である礫まじり層が存在しているため，この層に対しては石原  

のノノ法を採用して液状化判定を行った。   

また，抒糾大化判定に必要な地熱こよるせん断応力の深度方向分布は，東京大学生産技術  

研究所と軒松建設共同開発のERISA－Gによって得た基盤加速度（86gal）を人力条件とし  

て，2次ノげEM解析することによって決定した。   

液状化判定の結果，一部在来地盤を含む当該埋せ層の液状化の可能性が人であると判断  

されたため，衝撃締同めⅠ二法の一種である軌十三塘；1二法によって，深度10mまでを〃≧20に  

なるよう地盤改良を行うこととした。   
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§1．まえがき  

束北電力株式会社は秋田県能代市に火力発電所を建設  

することになり，発電所本館基礎等の基本設計のために，  

当社と共同研究を行うことになった。   

本文は，この共同研究のうち，本館基礎地盤の液状化  

に関する検討について報告するものである。   

建設地点は，米代川河口近くの海浜地域を洩諜土によ  

り埋立てた人」l二地盤であり，埋立て地盤は緩い砂地盤で  

ある。先般の「一本海中部地震により一部の地域において，  

地盤の御大化による被害が報告されており，発電所本館  

という重要性から，基礎構造の選定にあたって地盤の液  

状化に関する検討が主要なテーマとなった。その検討の  

際．設計想定地震力は，当社と東京大学生産技術研究所  

片山研究室とで共同開発した「地震危険度解析のグラ  

フィックシステムERISA－G」を用いて選定した（「地震  

危険度解析グラフィックシステム＜ERISA－G＞の適  

用例）P．35参照）。  

§2．土質条件  

埋立て後に行われた昭和60年度地質調査結果から，本  

館基礎築造位置の代表的な土質柱状図をFig．1に，埋立  

層及び第1層の代表的な粒径加積曲線をFig．2に示す。   

これをもとにして設定した設計土質定数をTablelに  

ホす。  

§3．地盤の液状化判定法  

地盤の液状化は飽和した緩い砂地盤に，地震による繰  

返しせん断応力が作用することにより地中に過剰間隙水  

庄が蓄積され，有効応力がゼロ（動的せん断抵抗がゼロ）   
＊仁木設計部副部長  
い■仁木．設計部設i汁課  
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に，過去の液状化例と瞭位置試験との相関により判定す  

るものである。   

種々の判定法（土木学会，道路協会，港湾協会，建築  

学全，Seed－Idrissの方法）で検討を行ったが，最終的  

に「土木学会（電力中央研究所）による簡易判定法」を  

採用した。これは，現在迄に提案されている種々の簡易  

判定法がもつ問題点をオバーする形で提案されたもので，  

各々の簡易判定法がもつ利点をほぼ満足しているからで  

ある。   

その判定法をTable2に示す。  

Tablel単位体稗重量  

層l責 分  γ州（廿ノノm3）   

地卜水面上  1．80  
叩l▲上層  

地下水面下  1．90   

節Ⅰ層  As2   2．00   

第ⅠⅠ層  Asl   1．90   

Dし2   1．70  
第ⅠⅠⅠ層  

Ds2   2．10   

第Ⅳ層  Dgl，Dsl   2．10   

Table2 ＿1二木学会（電力中央研究所）による簡易判定法  

Fエ＝月 ⊥  

月＝di凡12⊥（占鮎）¶十c－14．8×／（β50）F  

上＝7．J・たぎ・け【け－  

け～＝け－】・ん一＋7r2・（∫九H）卜10  

け．′＝1γ．】・八日－＋γ′2r・（ズーん上）tlO  

ニこに，F⊥：i刷夫化に対する頼朝薄  

月：動的せん断強度比  

⊥：地お晒せん断応力比  

†．J：地ゝ一三lり‾せ／u抑ふノ」比レ）深さノノ≠】レ）†出城係数で．Fig．5を  

もとに決める。  

長ざ：ii馴美化の判定に用いる地衣面での水ヤ震度  

仇：仝仁戟圧（kgf・亡m2）  

け／：有効‖二載J†三（kgf．cm2）  

γ‖：地卜水位面より浅い付帯での単位体積車ち＝tf mJ）  

γJ2：地卜水代面より深い付帯での単位体梢前‡l＝tf m5）  

）ノr2′：地卜水f立面より諾いイJ・二置でのイ】一効叩・位棒梢ヰ！lミニM mコ）  

∫：地表面か〔Jの探さ  

ん∴地表面から地卜水位面ほでの深さ（m）   

α，占．c，（J：地震時の等価な繰りj塵L回数Ⅳ叩ヒ榊応力ひずみご山に  

よって決まる定数でTable3による。  

∧71：有効卜載rl三クl′に関して基f附ヒLた伯で次ノてによる。  

Ⅳl＝2．5〃（1．5＋打．′）  

ハβ帥）：さ平均粒行仇l－の開放で表される軌的せん断強度比の節4  

項であり，次式による。  

ハβ51））＝0．225・log（仇n O・351  

（0．04mm≦D封1≦0－60mm）  

ハβ5■■）二0．05  

（0．60mm≦β封1≦1．50mml  

Ⅳ叩：地震波の等価な繰り返しl可敷  

こ…：軸応力のひずみ（♂〃）  

Fig．1土質柱状図  

．＝ ～＝車）粒律加桔洲線は．肴々レ）  

線で㈹まれた純囲l人Jに分イ†ける  

Fig．2 埋宣層・第Ⅰ層粒径加積曲線   

となることにより発生する。   

地盤の液状化を判定する方法は，規準等にいくつかの  

方法が提案されているが，その判定手法の原理は基本的  

§4．設計地震力  

展盤（第Ⅳ層）面における設計最大加速度は，地震危  

険度解析を行い，86galとした。  
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Table3 垂加勺せん断強度比Rに関する定数  G＝れ・Vs2／g   （1）   

こ／＝  Ⅳpq   d   C   d   

10  0．0639  0．0346  0．312  3．12  

2㌔             20  0．0584  0．0336  0．312  2．80  

30  0．0554  0．0318  0．312  2．78   

0．0760  0．0420  0．0  4．77  

5㌔   

30  0．0631  0．0345  0．0  4．00  

ここに，竹：単位体積重量（tf／m3）  

g：重力加速度（9．8m／S2＝980gal）  

Vs：弾性波速度（m／S）   

深度方向の加速度分布をFig．5に示す。地表面加速度  

は236galとなり，地表面での設計地震毘度は次のように  

なる。   

αm。X／g＝236／980＝0．24  

また，人力加速度の増幅率は使用する入力地震波によ  

り異なるため，震央距離とマグニチュードの大小を考慮  

した梓々の波形（秋田502NS，秋田502EW，仙台501  

EW，十勝沖，EL－CENTRO）について検討した。そ  

の結果，設計人力地震波として「秋田502EW」を採用  

した。地盤の応答加速度の計算においては，地盤を水平  

な成層地盤にモデル化し，各土層を均質な弾塑性体とし，  

基盤から人射した地盤波を鉛直方向に伝播するせん断波  

として，本館基礎を含んだ地盤の応答計算を2次元  

FEMプログラムFLUSHにて行った。   

Fig．3に解析モデル及び土質条件を示す。この内，土の  

ひずみ依〟性については，Fig．4に示す関係を用いた。ま  

じ 寸二の剛性率Gは，PS検層結果より求まる弾性渡速  

度Irぶから式（いを用いて算出した。  

（L  

100  2∩（）  

Fig．5 地露応答加速度分布図（地盤改良前）  

§5．液状化の判定結果  

榊尉ヒの判定は，Table2にホす液状化に対する抵抗  

率ダムを求め，この値が1．0以下の土層について液状化  

するものとする。  

、tl該地盤の第Ⅰ層の1二部において，礫を30％程度含む  

屑がみられる。従来の液状化判定法は礫を含まない層に  

対して提案されたものであるため，本検討においては礫  

の含有が液状化に及ぼす影響を考慮する石原の提案する  

〟法に従って補正を行うこととした。   

礫を含んだ地盤で標準貰入試験を実施すると，先端の  

チューブが礫に出会って賢人が困難になるため，判定さ  

れたⅣ植が著しく人きくなることは周知の事実である。   

そのため，まず一般的な方法で礫のⅣ値に及ぼす影響  

を排除するためのⅣ値の補正を行う。石原の方法は，こ  

の紬lミⅣ伯を用いて液状化抵抗強度を計算し，この値に  

ついて礫の含有に応じた割増をしようとするものである。   

液状化の判定結果を，Table4にホす。この結果，埋立  

伸二おいて“液状化の危険怖が大きい’’と判断され，液  

状化l；小卜のための対策l二が必要なことがわかった。   

ボ丁  

72・5叩 125m 2や．5m  †／く／一・  

クノブ  

十・軒」t、畦  180  1．90  砂  130  ＼」亘  

197   

」1「  
2柵   け   2n5   0．4声  8。600  

29（1   049  17、ODO   

」シ l高  190   抽  】98   D49  7．600   

弟 軒  1，70   杵l  ZOO   0．49  6，900   

弟 堅  2．10  

弟 桝  l．7（l   紺l  260   0．49  12，ODO  

Fig．3 検．汁モデルと卜質定数   
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Fig．4 減衰比およびセン断定数とヒブミの関係  

44  



石炭火力発電所本館基礎の検討例（そのt）   西松建設桟報VOL9  

Table4 液状化判定結果  液状化対策は，液状化の発生を防止する方法と液状化  

の発′壬ミを許すが，構造物をその液状化に耐えられる構造  

にする〟法の2通りに大別できる。   

FiiJ者の原理とその方法をTable5に示す。   

一ノノ，後者は，液状化が発生することを前提としたも  

ので，杭基礎等によって代表される。   

しかし，杭基礎の場合，液状化した層に水平抵抗を期  

待することができないため，重要構造物として許容され  

ない大きな水平変位（今回の試算結果は100m巾程度となっ  

た）が生ずる。その上，杭基礎とした場合の工費は莫大  

なものとなる。従って，本検討においてこの基礎形式を  

採用することは不適当と判断し，地盤改良によって液状  

化を防止した地盤上に直接基礎形式の基礎を構築するも  

のとした。   

Table5を参考に施工の確実性・実績等から，比較の  

Nり．60－3   ＼り60－4   ＼り，60－5   ＼0，60－6   

ト机㍉FI」い耽    F⊥  判定  F⊥  ■Ⅲ定  F上  ■Ⅲ定  Fエ  判定   

il．30こⅠ．66  2．43   1．16  】  l．36   

1．20  】 ‖  

十  

＋ y  

＋  

明  

ン′  

十  

ニイ  1．09  1，08  

1．43  1．45  L57  1，19  

1．49  2，57  】．04  1．19  

幸‾ F H u  ＋   1．24  】．66  

1．65  2．45  1．25  】．63  

1．46  1．28  1．21  1．27  

1，94  1．57  1．31  1．77   

Jポ16－30 2・10  

2．77  2．05  1．26  1．45   

17．30 1．59  1．68   1．62  1．36   1．58   

18．30 1，72  2．05    1．63  1．69   1．62   

19－30 2・35  1，77  2．21  1．25  2．34   

§6．対策エの選定  

Table5 地盤の液状化強度を増加させる方法の特徴  

原 珊  †二  法   適 用 性   効   果   公 害 性  実績  備  考   

パイプロフローテ  GL－20m程度  

ーション  で   比較自勺少ない  水性も其射寺  

GL－35m群度  

ヨンパイル  40限界   比較的あり  

喋  GL－20mまで  0   

は可能か  程度まで  

GL－20m程度   

で  ヨンパイルと同等  

密度輔人  施†二結果から判定   4  i美層締阿め  

パイブロダンパー  GL－3m程度  施I二紆果から判定  鉛再二振動  17  表層錦岡め，任用  

比輯脚ノ少ない  が多い  

転  比較的少ない  地下水仲山下は止二  

地卜水位以消  まで  水対策  

群  ディーゼルパイルハ  打込み机  

ンマー の振軌・騒霹  

少ない，粉じん  ′書イ手灰による暇水  

膨脹   

置 換  14  

でが・般的  り有効  

緯度改良  注人l珂化  
にJ芯じて吋能  人l：1三の形響と流汗－  など，施■1二符押が  

又は囲結  
離しい  

表層混合処理   少ない  3   

深層混合処理  GL－30m不一－リ斐  配合量による   少ない   8   

ウエルボイント  

飽和僅の  低下   右   卜による師‘1iさ  持管理   

低下  ディープウユル   2   

の低卜   右   

ブラベルドレーン  GL－20m錯度  粥度の岬加に村し  4  既設構造物にも過  
間隙水I1三  

て沈滞の策   肌間辺対策でほ  
の消散  

かに数例   

せん断変  シート パイ ル  GL－10m程度  拘束の定量化が難  シートパイル打設  ロ  地小連続壁なども   

形の抑制  Lい   による振動  上水壁として使用   

＊即川口50年以降（昭和56年 一部人る）建設業25社アンケート調査か〔，のプロジュクト什数。  
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良されることにより，改良地盤の単位体積重量は経   

験的に0．1tf／m3増加するものとする。  

② 埋立層の非改良部の剛性率Gは，二次元FEMモ   

デルによる試算結果を参考にして，安全側に非液状   

化状態のGoに0．8を乗じた値を用いる。  

③ 改良地盤部においては，改良〃値より次に示す   

回帰式を用いて弾性波速度Vsを求め，剛性率Gを算   

定する。  

Vs＝56．7・Ⅳ0－415   

改良Ⅳ倍20の場合について計算した深度方向の加速  

度分布をFig．7に示す。地表面最大加速度は，改良城の  

端部で2亭軸alとなった。  

100  200  

対象となる工法を選び出し，上腺交検討を行った。その結  

果，経済性を考慮して動庄密工法を採用した。   

紺1三辞さ1二法は，対象となる地盤の地表面に高所から婁  

錘を落卜し，それにより発生する衝撃力によって地盤内  

部を締けi！める＿I二法である。この方法はあらゆる地盤に対  

して適用可能であるが，砂地盤に対して特に有効である。  

原州IくJには，目新しいものではないが，打撃エネルギー  

が巨人で，かつ計内的に行われるため，大深度まで高密  

度に地盤を改良することができるものである。本Ⅰ二法の  

最人の特徴は，Terzaghiの提案する情報化施「を積極  

的に取り入れていることである。このため，施－Ⅰ二巾に得  

られた種々の情報によって，打撃エネルギーを増減させ，  

改良仕様を修正させることになる。振動・騒音といった  

公害性があるものの，適用条件を誤らなければ，本‾Ⅰ二法  

は従来の⊥法に比べて工費が大幅に安価であり，良好な  

I二法であるといえる。  

§7．改良仕様の決定  

改良地盤の液状化に対する基本の検討手順を，Fig．6  

に示す。  

Fig．7 地盤応答加速度分布図（地盤改良後）  

検討方法は現状地盤の液状化に対するものと同様であ  

る。最終検討結果をTable6に示す。  

TabIe6 摘状化判定結果  

No．  No．60－2   Noこ60－3   No＿60－4   No．60－5   No。60－6  

屑                   深度  F上  判定  F⊥  判左  F上  判定  F上一  判定  F⊥  判定   

1．30  3．44  ⊂）  1．95  ○  1．74  「  1．55  √1  

2．30  2．80  ○  1．74  〔  

しノ   

岬  

l■J■  1．12   1．11  こ「   

○   1．08  「」  1．08  〔1  

司   

〔．つ   

9．3〔〉  l．51  ○  1．0（∋  Cノ  l．05  ○  1．09  ⊂）  1．09  （⊃  

10．30  1．05  ⊂1  1．38  CJ  1．42  ′「  1．53  「コ  1．18  〔「  

11．30  1．04  ○  1．45  ⊂）  2．42   1．02  ○  1．17  C  

「           12，30  l．04  ′′‾ヽ しノ  0．68  ×  3．32  1．21  く○  1．61  （コ  

節   

14．30  1．78  ・〇  1．04  同  1．25  ○  1．18  ⊂〕  1．23  「「 しノ   

ロ  15．30  1．47  C  1．83  C  1．50  ○  1．26  〔〕  1．67  同   

屑  16．30  1．96  ○  2．56  匹  1．92  r＝  1．2l  口  1．38  C）  

17．30  1．50   ロ   1．58   〔  1．53  r  1．29  ○  1．48  ロ  

18．30  1．60  ／′＼＼ しノ  

○   

Fig．6 検討フロー図  

改良地盤に対する解析方法は，「現状地盤の摘状化に対  

する検討」と同様であるが，現状地盤の液状化に対する  

検討と異なる解析条件を示すと次の3点である。   

① Ⅳ＝2～10程度の層（埋立層）がⅣ＝20程度に改  

4d  

i∃）F上．＝l．00をもってロと寸る。   
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改良〃値及び深度は，他のボーリング地点の土質条件  

についての検討の結果並びに発電所基礎の重要度を合わ  

せ考えて，〃＝20，深度10mと設定した。   

地盤の液状イ跡横江として地盤改良を行う場合，その  

改良範囲を設定しなければならないが，本検討では土田  

による方法によりその範囲を設定した。この方法は，Fig．  

8のような改良部分と非改良部分とに分けた槽実験の結  

果から，ICを受働崩壊面，BCを主働崩壊面として改  

良域を決定するものである。  

10）末拾他；地盤の液状化7，液状化被害を軽減するた   

めの対策，土と基礎Vol．30，Nn4，昭和57年  

11）土質工学全編；特集耐震設計と補強，土と基礎Vol．   

31，No．5，昭和58年  

12）土谷他；動圧密工法とその設計施工，第5回「軟弱   

地盤の改良」技術講習会テキスト，結合土木研究所，   

昭和55年  

13）L山田正俊；勤庄密工法，土と基礎Vol．29，No．5，昭   

和56年  

14）土田他；液状化対策としての練固めの施工範囲につ   

いて，第14回地震工学会研究発表会 pp．9－12，1976  

15）岩崎他；地盤の液状化の対策範囲に関する数値解析，   

第17回土質工学研究発表会講演集，pp．1949～1952，昭   

和57年  

16）古賀泰之；構造物における液状イ臼寸策，基経工Vol．  

12，No．7，1984  

§8．あきがき  

地鰹の滴状化問題を単に規準に従うだけでなく，能代  

地点を特定して，設計地震震度を設定し，現時点で最も  

妥三1iと思われる判定手法により検討した。   

現在，改良工事が行われており，次の機会に工事結果  

について報告したいと考えている。  
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講習会講演資料，昭和60年7月  

47   


	2002/04/19 15:39 g009_07.tif

